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審査意見書について （提出）

地方自治法第２３３条第２項及び同第２４１条第５項の規定により審査に付された平

成３０年度各会計決算及び基金の運用状況について審査したので、別紙のとおり審査意

見書を提出します。
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（２）簡易水道特別会計

平成３０年度簡易水道特別会計決算額は次のとおりである。

ア 決算収支の状況 （単位：千円）

平成３０年度 平成２９年度
区 分 増 減 額

決 算 額 決 算 額

歳 入 総 額 １０９，８１９ １１１，００１ －１，１８２

歳 出 総 額 １０８，８８２ １０８，５５６ ３２６

差 引 額 ９３７ ２，４４５ －１，５０８

翌年度へ繰り 越すべき財源 ０ ０ ０

実 質 収 支 額 ９３７ ２，４４５ －１，５０８

収支決算における本年度の歳入歳出差引額は９３７千円であり、繰越額は

０円で、実質収支額は９３７千円で黒字である。実質収支額から前年度の実

質収支額を差し引いた単年度収支は１，５０８千円の赤字となっている。

本年度の決算額を前年度に比べると、歳入で１，１８２千円（△ 0.1%）の減

となっており、歳出では３２６千円（0.2%）の増となっている。

収入は、国庫補助事業の実施による国庫補助金、村債等の増であり、支出

は建設改良費等の増によるものである。(北山地区編入による工事費の増。）

イ 歳入決算の状況 （単位：千円）

平成３０年度 平成２９年度
区 分 増減率

決算額 構成比 決算額 構成比 ％

１ 使用料及び手数料 33,155 30.1% 33,800 30.5% － 1.9%

２ 国 庫 支 出 金 6,100 5.6% 7,060 6.4% － 13.6%

３ 県 支 出 金 22 0% 22 0% 0%

４ 事 業 収 入 377 0.3% 541 0.5% － 30.3%

５ 財 産 収 入 1 0% 1 0% 0%

６ 繰 入 金 51,519 46.9% 49,760 44.8% 3.5%

７ 繰 越 金 2,444 2.2% 3,608 3.3% － 32.2%

８ 諸 収 入 1 0% 209 0% － 99.5%

９ 村 債 16,000 14.7% 15,600 14.1% 2.6%

１０ 分担金及び負担金 200 0.2% 400 0.4% － 50.0%

歳 入 合 計 109,819 100.0% 111,001 100.0% 1.1%
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ウ 歳出決算の状況 （単位：千円）

平成３０年度 平成２９年度
区 分 増減率

決算額 構成比 決算額 構成比 ％

１ 総 務 費 10,928 10.0% 10,668 9.8% 2.4%

２ 事 業 費 38,378 35.3% 37,955 35.0% 1.1%

３ 公 債 費 57,476 52.8% 57,832 53.3% － 0.6%

４ 諸 支 出 金 2,100 1.9% 2,100 1.9% 0.0%

歳 出 合 計 108,882 100.0% 108,555 100.0% 0.3%

本事業の経常的な収支状況について、歳入面における主たる自主財源は、

使用料及び手数料の３３，１５５千円で、前年度３３，８００千円と比べて

６４５千円（△１．９％）の減となっている。

なお、使用料の収入未済額は３４，２００円で前年度と比べて６００円増

加している。今後も滞納者に対して支払い計画を立てるなどし、滞納者の減

少に努められたい。

歳出面では、公債費が５７，４７６千円で歳出全体の５２．８％を占めて

いる。また、施設の維持管理費は人件費を除き３８，３７８千円で前年度と

比べて４２３千円の増となっている。これは国補事業として整備した北山地

区の簡易水道整備費用等、建設改良費の費用増によるものである。

公営企業が必要な住民サービスを将来にわたり安定的に提供していくため、

令和６年４月１日からの地方公営企業法の適用に向けた移行期間が、本年度

から５年間に設定されていることから、資産を含む経営状況を比較可能な形

で的確に把握した上で、中長期的な視点に基づく経営戦略の策定等を通じ、

経営基盤の強化と財政マネジメントの向上等に取り組んでいくことが求めら

れている。

そのため、今後とも施設の維持管理を強化し、適正管理による経費面での節

約等と併せて、年次的健全な財政基盤のもとに簡易水道の充実強化が図られ、

村民に対して、安全で安定した水の供給に努められたい。
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（３）農業集落排水事業特別会計

平成３０年度農業集落排水事業特別会計決算額は次のとおりである。

ア 決算収支の状況 （単位：千円）

平成３０年度 平成２９年度
増 減 額

区 分
決 算 額 決 算 額

歳 入 総 額 １４６，７６５ １６９，８１９ △２３，０５４

歳 出 総 額 １４５，２０６ １６７，５７５ △２２，３６９

差 引 額 １，５５９ ２，２４４ △６８５

翌年度に繰り越すべき財源 ０ ０ ０

実 質 収 支 額 １，５５９ ２，２４４ △６８５

イ 歳入決算の状況 （単位：千円）

平成３０年度 平成２９年度
区 分 増減率

決算額 構成比 決算額 構成比 ％

１ 使用料及び手数料 27,582 18.8 % 27,447 16.2% 0.4%

２ 県 支 出 金 3,404 2.3 % 13,264 7.8% △ 74.3%

３ 事 業 収 入 900 0.6 % 300 0.2% 200.04%

４ 繰 入 金 111,200 75.8 % 110,080 64.8% 1.0%

５ 繰 越 金 2,244 1.5 % 1,514 0.9% 48.2%

６ 諸 収 入 435 0.3 % 213 0.1% 104.2%

７ 村 債 1,000 0.7 % 17,000 10.0% △ 94.1%

歳 入 合 計 146,765 100.0 % 169,819 100.0% 13.6%
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ウ 歳出決算の状況 （単位：千円）

平成３０年度 平成２９年度
区 分 増減率

決算額 構成比 決算額 構成比 ％

１ 総 務 費 10,737 7.4% 5,829 3.5% 78.0%

２ 事 業 費 27,782 19.1% 52,597 31.4% △ 47.1%

３ 公 債 費 105,687 72.8% 106,249 63.4% △ 0.5%

４ 諸支出金 1,000 0.7% 2,900 1.7% △ 65.5%

歳 出 合 計 145,206 100.0% 167,575 100.0% 13.3%

平成３０年度の決算状況は、歳入総額 １４６，７６５千円、歳出総額

１４５，２０６千円、実質収支額は１，５５９千円の黒字となっている。

本年度の決算額を前年度に比べると歳入・歳出共に減少している。これ

は宮前地区処理場の機能強化事業実施にあたり、前年度より事業費が減少

したためであり、歳入では県支出金と村債、歳出では事業費と諸支出金の

費用減少が大きい。

維持管理費の状況から見ると、平成３０年度の収入は２７，５８２千円

で平成２９年度と比べて１３５千円の増となっている。また平成３０年度

の支出は２３，８７３千円で平成２９年度と比べて１，１４１千円の増と

なっている。これは、水道システム（集落排水事業と共有）の元号改正へ

の対応及び集落排水事業の経営戦略を策定したために全体の支出が増加し

たものと考えられる。

なお、平成３０年度は、使用料から維持管理費用を差し引くと３，７０

９千円の収益となっている。

現在、村内４地区で集落排水施設が稼働し、村全体の環境保全並びに水

質保全が図られているが、今後は人口減少による使用料の減少が予想され

ることから施設の維持管理を強化し、適正管理による経費面での節約等を

併せた健全な財政運営に努めていただきたい。

－26－



エ 維持管理費の状況

（収入） （単位：千円）

項 目 平成３０年度 平成２９年度 比 較

使用料 ２７，４７９ ２７，３３０ １４９

その他 １０３ １１７ △ １４

計 ２７，５８２ ２７，４４７ １３５

項 目 平成３０年度 平成２９年度 比 較

水道代 １８４ １９２ △ ８

電気代 ９，６２１ ９，４７３ １４８

電話代 ０ ３２０ △ ３２０

消耗品費 ６９ ７４ △ ５

法定検査料 ５５４ ５１８ ３６

管理委託料 ５，４８９ ４，７４７ ７４２

汚泥引抜料 ２，５３８ ２，８５５ △ ３１７

日常管理委託費 ４５６ ４８５ △ ２９

修繕費 ２，２２２ １，６１３ ６０９

薬品代 ６７ ９０ △ ２３

工事請負費 ０ ０ ０

備品購入費 ０ ４２ △ ４２

その他 ２，６７３ ２，３２３ ３５０

計 ２３，８７３ ２２，７３２ １，１４１

差 引 ３，７０９ ４，７１５ △ １，００６

※公債費、人件費は除いて算定。
※その他費用：消費税、口座振替手数料、重量税、電柱等共架料、原材料費、旅費、負

担金など
※施設の共通的な経費については、按分による。
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オ 各施設の供用戸数

各施設の供用状況は次のとおりである。

施設名
中 辺 嵯 峨 宮 前 高 樋 合 計 備 考

区 分

供用開始時期 平成８年 平成 12 年 平成 14 年 平成 17 年

４月 ８月 ３月 １月

加 入 戸 数 １２９ １３５ ２３１ １４７ ６４３

供 用 戸 数 １２６ １２４ ２１１ １４０ ６０２

供 用 率
97.7 91.9 91.3 95.2 93.6

各施設の供用状況は６０１戸で９３．６％の供用率となっている。

仁井田地区処理場は平成２９年２月に宮前地区処理場と統合した。

条例では、配水施設が完了した場合、３年以内に接続するよう努めなければな

らないと規定しているため、今後とも供用率の更なる向上に努力されたい。
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（４） 介護保険事業特別会計

介護保険事業特別会計決算額は次のとおりである。

ア 決算収支の状況

イ 歳入決算の状況

ウ 歳出決算の状況

歳出合計 363,333 100% 361,765 100.0 0.4%

7.諸支出金 3,722 1.02% 9,114 2.51% -59.2%

8.予備費 0 0.00% 0 0.00% －

5.基金積立金 4,172 1.14% 108 0.02% 3763.0%

6.公債費 0 0.00% 0 0.00% －

3.地域支援事業費 23,154 6.37% 23,150 6.39% 0.0%

4.保健福祉事業費 528 0.14% 527 0.14% 0.2%

1.総務費 16,030 4.41% 18,898 5.22% -15.2%

2.保険給付費 315,727 86.89% 309,968 85.68% 1.9%

歳入合計 372,433 100% 365,652 100% 1.9%

区分
平成３０年度 平成２９年度 増減率

決算額 構成比 決算額 構成比 （％）

（単位：千円）

8.繰越金 3,886 1.04% 9,101 2.48% -57.3%

9.諸収入 1 0.00% 0 0.00% －

6.財産収入 41 0.01% 41 0.01% 0.0%

7.繰入金 58,772 15.78% 61,069 16.70% -3.8%

4.支払基金交付金 89,778 24.10% 92,574 25.31% -3.0%

5.県支出金 57,639 15.47% 49,509 13.53% 16.4%

2.使用料及び手数料 0 0.00% 0 0.00% －

3.国庫支出金 93,282 25.04% 87,853 24.02% 6.2%

構成比 決算額 構成比 （％）

実質単年度収支額 5,214 △ 5,215 10,429

1.保険料 69,034 18.53% 65,505 17.91% 5.4%

（単位：千円）

区分
平成３０年度 平成２９年度 増減率

決算額

平成30年度

（単位：千円）

区分
平成３０年度 平成２９年度

増減額
決算額 決算額

歳入総額 372,433 365,652 6,781

歳出総額 363,333 361,766 1,567

差　引　額 9,100 3,886 5,214

翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0

実質収支額 9,100 3,886 5,214
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 平成30年度の本会計の決算額は、歳入総額372,433千円、 歳出総額
363,333千円で、歳入歳出差引額は9,100千円である。また、翌年度へ
繰り越すべき財源を差し引いた本年度の実質収支額は同額である。
 実質収支額から前年度繰越金を差し引いた単年度収支は5,214千円の

 黒字となっている。
 本年度の決算額を前年度に比較すると歳入で6,781千円（1.9％）増
加、歳出で1,567千円（0.4％）増加となっている。

 歳入について主なものは、国庫支出金93,282千円、支払基金交付金
89,778千円、保険料69,034千円、一般会計からの繰入金58,772千円で

 ある。

 歳出については、保険給付費が315,727千円で平成29年度309,968千
円と比較すると5,759千円（1.9％）増加となっている。保険給付費の
内訳をみると在宅サービス費が107,261千円で、前年度より2,415千円
減少、地域密着型サービス費が161千円で、前年度より825千円減少
し、施設サービス費が179,106千円で、前年度より15,164千円増加、介
護予防サービス費では7,305千円で、前年度より253千円増加してい

 る。
 地域支援事業は23,154千円で、前年度と比較すると4千円（0.0%）の
増加となっている。
 平成31年３月末現在、１号被保険者は1,061人、要介護（要支援）認

 定者数は193人で、前年度より2人減少している。
１号被保険者の保険料は保険給付費の21.9%となっている。
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（５）後期高齢者医療特別会計

における後期高齢者医療特別会計決算額は次のとおりである。

ア 決算収支の状況

イ 歳入決算の状況

1

2

3

4

ウ 歳出決算の状況

1

2

3

4

平成30年度

（単位：千円）

区分
平成30年度 平成29年度

増減額
決算額 決算額

差　引　額 470 677 △ 207

翌年度へ繰越すべき財源 0 0 0

歳入総額 48,189 45,674 2,515

歳出総額 47,719 44,997 2,722

実質収支額 470 677 △ 207

（単位：千円）

区分
平成30年度 平成29年度

決算額 構成比 決算額 構成比
増減率

後期高齢者医療保険料 31,508 65.4% 30,669 67.1% 2.7%

繰越金 678 1.4% 647 1.4% 4.8%

繰入金 16,003 33.2% 14,340 31.4% 11.6%

歳入合計 48,189 100.0% 45,674 100.0% 5.5%

諸収入 0 0.0% 18 0.1% -100.0%

総務費 1,588 3.3% 158 0.4% 905.1%

（単位：千円）

区分
平成30年度 平成29年度

決算額 構成比 決算額 構成比
増減率

諸支出金 0 0.0% 17 0.0% -100.0%

後期高齢者医療広域連
合会納付金 46,131 96.7% 44,822 99.6% 2.9%

 平成30年度の本会計の決算額は、歳入総額48,189千円、 歳出総額47,719千円で、歳
入歳出差引額は470千円である。また、本年度の実質収支額は同額である。また、実質収
支額から前年度実質収支額を差し引いた単年度収支は207千円の赤字となっている。

 歳入については、保険料が31,508千円、一般会計からの繰入金の16,003千円が主なも
 のである。

歳出については、広域連合納付金が46,131千円で歳出全体の96.7%を占めている。

歳出合計 47,719 100.0% 44,997 100.0% 6.0%

予備費 0 0.0% 0 0.0% －

－31－



エ 運営の状況

後期高齢者医療制度は、高齢化社会に対応した仕組みとして、７５歳以上の高齢者す
べての人を対象として、平成２０年４月から徳島県内すべての市町村が加入する徳島県
後期高齢者医療広域連合が運営主体となり開始された制度である。

本村における支給対象者数は611人で、前年度より12人の減となっている。
 平成30年度における給付費総額は615,117千円で、一人当たり1,007千円で前年度に
比べ44千円の増である。
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